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経済トレンド 

経済成長率を押し下げた日本の貿易構造  

～国際比較から見た外需依存の特殊性～ 

経済調査部 鈴木 将之 

                                                                                                    

(要旨) 

○ 足元の海外経済の悪化は、輸出の急減を通じて日本経済を大きく停滞させることになった。しか

し、輸出依存度や貿易依存度を国際比較すると、先進国の中では日本はむしろ低い方である。 

○ 貿易依存度が低いにもかかわらず、世界的な不況の影響を強く受けた原因の１つは、輸出と輸入の

伸び率の乖離にある。つまり、02 年以降の景気拡張期に輸出が伸びる一方で、輸入の伸びが相対的

に小さかったため、外需の成長率への寄与が大きくなった。しかし、今回の世界的な景気急減速で

は輸入に比べて輸出が大きく減少したため、外需要因はＧＤＰを大きく引き下げた。それに対し

て、ドイツ、アメリカなどでは輸出入が同調して動いているため、輸出入が同時に縮小し、影響が

相殺されることから、外需要因の悪影響は日本に比べて小さい。 

○ 貿易財の構成では、ドイツは産業内貿易が活発であるのに対して、日本は特定の産業に特化してい

る特徴が見られる。ドイツの周囲にはＥＵを形成し経済の発展段階が近いフランス、イギリスなど

生産・消費構造が類似している国が存在し、産業内貿易を拡大させている。しかし、日本は周囲の

アジアと発展段階が異なり、生産・消費構造に相違点が多くある。そうした中、国際競争力の高さ

を背景に、輸送用機械・電気機械などは輸出超過となっている。一方、農林水産品・鉱産品は国内

の供給能力が十分ではなく、輸入に依存せざるを得ない。この結果、日本は産業内貿易が相対的に

不活発で、特定の産業に輸出入が偏る貿易構造になっている。 

○ このような貿易・産業構造が、今回の世界的不況において日本経済の落ち込みを特に大きくさせ

た。今後も、電気機械、輸送用機械など輸出型産業が日本経済の牽引役と期待されることに変わり

ないが、周辺国の発展段階に従って生産拠点の海外移転は続くと考えられる。したがって、こうし

た外需型産業以外にもバランスのとれた内需型産業の強化や新たな産業の育成など、長期的な視点

に立脚した産業政策の拡充と早期の実施が求められる。 

 
 

１．外需により大きく停滞する日本経済 

世界の景気悪化に従い、日本の輸出が鈍化し

ている。08年 11 月に▲26.8％と前年比で２桁の

マイナスとなっており、09 年２月の▲49.4％ま

で４ヶ月間続いている。これは日本の経済成長

率を大きく押し下げることになり、08 年第４四

半期のＧＤＰ成長率の前期比▲3.2%のうち外需

要因は▲3.0%ポイントとなっている。これより、

外需が経済を牽引してきた日本経済にとって、

世界経済の停滞が大打撃となることが鮮明とな

った。 

まず、輸送用機械や電気機械などの輸出によ

り、外需主導型の経済成長をとげてきたと言わ

れる日本経済の外需の状況を見ておこう（資料

１）。輸出の減少が日本経済を大きく停滞させ

ていることから、輸出依存度が高いと考えがち

であるが、日本の輸出依存度はむしろ低い。輸

出入を捉える貿易依存度でみても同様に低く、

アメリカと同程度である。それに対し、ドイツ、

イギリスなどは輸出依存度、貿易依存度が共に

高いため、グローバルな経済環境の悪化がより
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大きな影響をもたらす可能性があると考えられ

るが、実際はそうでもない。世界銀行によると、

09 年の日本の経済成長率予測は▲5.3％である

のに対し、アメリカは▲2.4％、ユーロ圏は▲

2.7％と予測されている。また、ＩＭＦでは 09

年の日本を▲2.6％、アメリカを▲1.6％、ユー

ロ圏を▲2.0％としている。このように、日本の

不況は他国に比べて深刻化することが予想され

ている。そこで、輸出依存度、貿易依存度が相

対的に低い日本の経済成長が、より大きく鈍化

する背景について考えてみる。 

 

２．輸出入の伸び率の乖離が不況を拡大さ

せている 

上記のように、日本のＧＤＰに対する輸出入

の大きさは、国際比較では相対的に小さいもの

であった。次に、ＧＤＰの成長率に対する輸出

の寄与を把握するため、経済成長率を内需要因、

外需要因に要因分解してみる（資料２）。ここ

では、内需型経済の代表としてアメリカとオー

ストラリア、外需型経済と言われる日本、内需・

外需がほぼ等しいドイツ、電気機械などがより

集積している韓国の５カ国に注目した。 

足元の３年について、日本の経済成長率にお

ける内需の寄与は 0.56％ポイント（以下％Ｐ）、

外需の寄与は 0.70％Ｐと外需要因が大きいため、

外需主導型の成長となっていることが改めて確

認できる。また、ドイツは内需の寄与が 1.55％

Ｐ、外需の寄与が 0.75％Ｐだが、外需の寄与が

他国に比べて大きい点で日本と類似がある。そ

れに対し、アメリカは内需が 2.46％Ｐ、外需が

0.12％Ｐであり、オーストラリアも内需が

4.58％Ｐ、内需が▲0.14％Ｐと、内需主導型の

経済成長となっている。また、韓国の経済成長

率のうち内需が 3.85％Ｐ、外需が 0.52％Ｐであ

り内需によって経済が押し上げられている。 

資料２ 経済成長率の要因分解（内需・外需） 
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（出所）内閣府『国民経済計算』、OECD 

National Accounts より第一生命経済

研究所作成 

資料１ 輸出依存度、貿易依存度 

1980-84 1985-89 1990-94 1995-99 2000-04 2005-08
輸出依存度
　フランス 21.6 21.6 21.5 24.0 27.1 26.3
　ドイツ 21.2 23.4 24.2 25.6 33.8 42.9
　日本 13.7 12.2 10.0 10.0 11.0 15.3
　イギリス 26.9 26.2 23.9 27.8 26.5 26.6
　アメリカ 9.1 7.7 9.8 11.0 10.3 11.0
　オーストラリア 14.6 15.6 16.8 19.1 20.1 20.1
　カナダ 26.6 27.7 26.8 38.1 42.4 38.4
　イタリア 22.0 20.1 19.2 24.7 25.8 27.0
　韓国 31.8 35.1 27.6 32.4 38.2 43.7
貿易依存度
　フランス 44.8 44.0 43.4 46.1 52.8 53.5
　ドイツ 46.2 47.9 48.8 50.4 65.2 80.1
　日本 27.1 21.3 18.3 18.6 20.8 29.1
　イギリス 51.9 52.9 49.4 55.8 55.1 56.4
　アメリカ 19.0 18.2 20.6 23.4 24.4 27.6
　オーストラリア 31.0 33.2 34.2 39.2 41.5 41.9
　カナダ 51.2 53.6 53.7 73.8 80.1 72.5
　イタリア 44.9 40.0 37.8 45.7 50.4 54.1
　韓国 68.4 66.4 55.8 63.4 73.2 85.3  
（出所）OECD National Accounts より第一生命経済研究所作成 

（注）輸出依存度＝輸出/GDP 、貿易依存度＝(輸出＋輸入)/GDP 

 



第一生命経済研レポート 2009.6 

 次に、経済成長における外需の寄与度を輸出

と輸入の寄与度（輸入はマイナスを乗じてい

る）に分解してみる（資料３）。日本の特徴は、

02 年以降、輸出と輸入の伸び率が乖離している。

これが外需主導で日本経済を牽引してきた要因

である。この背景には、後に述べる日本の輸出

入品目の特徴があると考えられる。一方で、ア

メリカやドイツは輸出入がほぼ同調して動いて

いる。つまり、輸出が変化すると、その影響を

打ち消すかのように輸入が変化するため、外需

要因としては小さなものになるといえる。日本、

ドイツともに、外需要因が経済成長に与える影

響は大きいが、その内容は少なからず異なって

いる。また、オーストラリアは、輸入が輸出を

大幅に上回っていることから、外需要因は差し

引きマイナスに寄与している。韓国は、97～98

年のアジア危機以降、輸出入がほぼ連動してい

る。これらの輸出入の動きについて、90 年以降

の相関係数を計算すると、日本が 0.496 に対し

て、ドイツ 0.811、アメリカ 0.555、韓国 0.644

（ただし 98 年を除く、含めると 0.478）、オー

ストラリア▲0.322 となっている。つまり、オー

ストラリアを除き、日本はこれらの国のうち最

も輸出入の連動が小さいと言える。 

 また、日本の経済成長において輸出と総固定

資本形成（以下、投資）の連動や、それらの実

質ＧＤＰの動向に対する説明力の高さが指摘さ

れている（資料４）。日本経済を牽引してきた

電気機械、輸送用機械などが輸出により生産を

伸ばすと、生産能力の維持・拡張のために設備

投資が活発化する傾向にある。輸出と投資が連

動し、それがＧＤＰを押し上げる連動性は、特

に 02年以降において顕著となっている。日本の

投資が輸出に誘発されてきたことからすると、

日本経済の成長率における輸出と投資の説明力

の高さは外需要因が、投資等を経由して日本の

内需にも大きく影響してきたことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 経済成長率の寄与度のうち輸出と投資寄与度 
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（出所）内閣府『国民経済計算』 

資料３ 経済成長率の寄与度のうち外需要因の分解 
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（出所）内閣府『国民経済計算』、OECD 

National Accounts より第一生命経済研究

所作成  

（注）ただし、輸入はマイナスを乗じている 
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３．特化してきた日本の貿易構造 

なぜ、輸出入にこのような相違が生じている

のであろうか。その背景には、各国の産業構造

や輸出入の財の構成が異なっている可能性があ

る。そこで産業内貿易について注目してみた。

これは、例えば輸送用機械を互いに輸出入して

いる状態について見たものである。比較優位が

ある財に特化することが利益を生じさせること

になるが、このような産業内貿易は日本、アメ

リカをはじめ多くの先進国で見られる現象であ

る。産業内貿易指数が１に近いほど、産業内貿

易が活発であり、０に近いほど国際的な取引が

一方向になっていると見ることができる（注１）。 

結果を見ると、フランス、イギリス、ドイツ

の指数が高いのに対して、日本、オーストラリ

アの指数は低い（資料５）。これより、ドイツ

などは産業内貿易が活発である一方で、日本は

産業内貿易があまり行われていないと判断され

る。つまり、日本は特定の財・産業に特化して

輸出あるいは輸入を行っていることになる。Ｅ

Ｕは各国経済を統合することによって域内経済

の活性化を目指した試みであり、主要国の発展

段階も近いため、産業内貿易指数が高くなって

いると言える。 

次に、輸出入の構成を見ておこう（資料６）。

産業内貿易指数が低い日本は、一般機械、電気

機械、輸送用機械に特化しており、財輸出の

68.4%を占めている。それに対して、輸入は農林 

水産品 12.1%、鉱産品 26.3%などが多く、輸出入

で財の構成が大きく異なっている。また、日本

と同様に産業内貿易指数が低いオーストラリア

の輸出は農林水産品、鉱産品の合計で 54.5%を占

める一方、輸入は一般機械、電気機械、輸送用

機械で 44.9％に達し、まさに日本とは逆の構造

にある。 

 

 それに対して、産業内貿易指数が高いドイツ、

アメリカは、一般機械などの構成が日本、オー

ストラリアに比べると輸出入で近い値をとって

いることが確認できる。韓国も日本と同じよう

に、農林水産品、鉱産品を輸入し、一般機械、

電気機械、輸送用機械を輸出している構造にあ

る。しかし、産業内貿易指数が日本よりも高い

のは、主力輸出品である一般機械、電気機械で

は輸入も多く、日本ほど輸出入シェアに差がな

いためだと考えられる。 

（注１）産業内貿易指数の計算方法は経済産業省(2006) 

の方法を用いた。 

 

資料５ 産業内貿易指数 
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（出所） OECD, International Trade by Commodity 

Statistics（ITCS）より第一生命経済研究所作成 

（注）産業内貿易指数＝１－∑|Xi-Mi|/∑(Xi+Mi)であ

り、１に近いほど産業内貿易の比率が高い。ここで用いた

計算方法は経済産業省（2006）で紹介された方法である。 

資料６ 輸出入のシェア（単位％、2000－07 年平均） 

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
農林水産品 18.7 5.0 4.8 8.1 0.6 12.1 7.8 4.8 1.4 5.2
鉱産品 35.7 10.4 2.3 11.6 0.7 26.3 3.2 15.4 5.2 26.4
化学製品 7.0 9.9 10.7 9.6 7.1 6.6 10.3 6.8 5.0 7.9
鉄鋼・非鉄金属 9.8 4.9 8.2 8.1 7.3 4.8 4.7 5.3 7.7 9.9
一般機械 4.4 16.7 19.3 14.5 21.1 10.6 19.1 13.9 15.2 11.4
電気機械 2.4 11.7 11.7 12.4 22.5 12.6 15.9 13.3 26.9 19.7
輸送用機械 4.8 16.4 22.1 13.2 24.8 3.8 15.5 14.6 18.2 2.5
精密機械 1.8 4.2 4.3 3.3 6.6 4.4 6.3 3.3 3.1 4.5
その他 15.3 20.7 16.5 19.3 9.3 18.8 17.2 22.5 17.3 12.6

韓国オーストラリア ドイツ 日本 アメリカ

 
（出所）OECD, International Trade by Commodity Statistics（ITCS）より第一生命経済研究所作成 
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４．経済の発展段階にあるアジアの中にお

ける日本 

共に輸出立国といわれながら、日本は、な

ぜドイツとは異なる状況になっているのだろ

うか。そこで、周辺国との関係を把握するた

めに、１人あたりＧＤＰを見てみると、スペ

イン、イタリアが若干低いものの、ドイツと

同程度の国が周囲に存在している（資料７）。

ＧＤＰ（07 年）でみても、ドイツ 3.3 兆ドル、

フランス 2.5 兆ドル、イギリス 2.8 兆ドル、

イタリア 2.1 兆ドル、スペイン 1.4 兆ドルと

人口規模、ＧＤＰともに同程度の先進国が存

在している。一方、日本の周囲を見ると、シ

ンガポールの 1 人あたりＧＤＰが日本を越え

ているが、中国、韓国、ＡＳＥＡＮ諸国と比

べると、日本が突出している。また、ＧＤＰ

では日本の 4.4 兆ドルに近づいている中国の

3.4 兆ドルがあるものの、韓国 1.0 兆ドル、シ

ンガポールを含めたＡＳＥＡＮ合計で 1.3 兆

ドルと日本に比べると他の国の経済規模は小

さい。 

 

市場統合が進んだＥＵではドイツを含めて

いわゆる先進国が多く、経済環境・構造が近

いため、産業内貿易が活発化していると考え

られる。生産サイドでは発展段階に大きな差

がなく、消費サイドでは購買力に大きな差が

ないため、他国で生産された商品が相互に流

通することができる。また、農林水産品、エ

ネルギーなども、ＥＵ域内で相互供給するこ

とができるため、域内で経済が一体化するこ

とになる。それは、ＥＵの域内貿易が活発で

あることからも確認できる（資料８）。 

一方、日本の周囲をみると、発展途上段階

にある国が多い。日本とアジア諸国では、経

済の発展段階に差があり、労働者の賃金にも

格差がある。域内の経済構造は、ＥＵにおけ

るドイツと、アジアにおける日本では、大き

く異なっていると言える。 

例えば、代表的な外需依存型産業である電気

機械業界について見れば、日本企業は労働集

約的な組立工程をアジアに移し、日本からは

資本集約的な中間財を輸出して、アジアの低

賃金労働力で組み立てた最終財を北米などで

販売するといった分業構造が成り立っている。

電気機械業界にとっては、アジアは商品の販

売市場であるのと同時に、グローバル市場に

向けた生産拠点としての機能が強い。さらに

競争力の高い電気機械、輸送用機械を国内で

生産・供給できる体制を維持してきたため、

ドイツのような形で産業内貿易が活発化して

いないと考えられる。結果として輸送用機械、

電気機械の輸出超過が大きい一方、国内の供

給能力が欠如している農林水産品や鉱産品な

どを輸入に依存する貿易構造となっている。 

 

５．バランスのとれた産業の発展を期待 

以上のように、金融危機に端を発する世界

的不況下で日本経済の成長率が大きく落ち込

んだ要因として、単に日本の輸出依存度が高

いということではなく、誘発される設備投資

資料７ 1 人あたり GDP（単位 ドル） 

0 10000 20000 30000 40000 50000

ドイツ

フランス

イギリス

イタリア

スペイン

0 10000 20000 30000 40000

日本
中国
韓国

ブルネイ
カンボジア
インドネシア

ラオス
マレーシア
ミャンマー
フィリピン

シンガポール
タイ

ヴェトナム

 

（出所）UNSD, National Accounts Main Aggregates  

Database 
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を含めて経済成長を牽引してきた輸出の急減

速に対して、穀物、資源などを中心とする輸

入の減少が緩やかであったため、輸出入の連

動性が小さかったことがあげられる。更に、

①産業内貿易が小さいこと、②輸出入とも特

定の財への依存度が高いこと、といったドイ

ツなどと異なる構造も影響していることがわ

かる。 

このような貿易・産業構造から、日本の輸入

品は燃料や食糧などの必需品である一方、輸

出品は需要が景気に左右される性格が強いた

め、最終消費地における好不況の波に翻弄さ

れやすく、これが今回の世界同時不況により、

経済の落ち込みを特に大きくさせたと考えら

れる。 

 今後も、電気機械、輸送用機械などの輸出

型産業が日本経済の牽引役として期待される

ことに変わりないが、国際分業体制の強化な

ど経営のグローバル化を通じて、更に世界経

済の影響を受けやすくなる可能性を孕んでい

る。したがって、今後の日本経済は競争力の

高い特定産業に依存しつつも、バランスのと

れた産業の発展が望まれ、内需型産業の強化

や新産業の育成など、長期的視点に立脚した

産業政策の拡充と早期の実施が期待される。 
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資料８ 世界貿易の動向（2007 年、単位 10 億ドル） 

アメリカ 日本 EU25 アジアNIES ASEAN４ 中国 その他
アメリカ - 63 248 105 32 65 650
日本 142 - 103 156 59 110 136
EU27 357 60 3,600 109 39 98 1,051
アジアNIES 140 70 148 112 138 325 270
ASEAN４ 70 65 66 114 47 61 98
中国 238 102 246 296 49 - 289
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（出所）JETRO『世界貿易マトリックス』 


